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総括研究報告書

独居認知症高齢者等が安全・安心な暮らしを送れる環境づくりのための研究

研究代表者 粟田主一 東京都健康長寿医療センター研究所副所長

研究要旨

研究目的：本研究の目的は、1.文献調査、2.既存統計資料等を活用した実態調査、3.

疫学調査、4.事例調査、5.地域生活支援等の取組に関する調査、6.アクション・リサ

ーチを行うことによって，独居認知症高齢者等が安全・安心な暮らしを送れる環境づ

くりに資するエビデンスを蓄積し、これに基づいて、「独居認知症高齢者等が安全・

安心な暮らしを送れる環境づくりための自治体向け・住民向けガイドライン」を作成

することにある。

研究方法：1.文献調査では、独居認知症高齢者等のエンドオブライフケアの実態に関す

る調査を行った。2.既存統計資料等を活用した実態調査では、介護保険データを用いて

独居認知症高齢者の在宅継続率・重度化率・施設等への移行先を分析した。3.疫学調査

では、東京都板橋区及び足立区の地域在住高齢者を対象とするコホート調査のデータを

用いて、独居認知機能低下高齢者の生活実態を分析した。4.事例調査では、「地域で認

知症とともによりよく生きる」とは何かを探索することを目的に、1)地域包括支援セン

ターを要とする認知症の人とともに創るケアと地域づくりに向けた探索、2)認知症のあ

る人が日々の記録を書くことの意義に関する探索的研究を行った。5.地域生活の取組に

関する調査では、1)分譲マンション等に関与する管理組合及び管理会社等の取組、2)生

活困窮者居住支援・生活支援の取組、3)暮らしの保健室の取組について記述的研究を行

った。6.アクション・リサーチでは、東京都板橋区に設置した地域拠点の継続的な地域

生活支援の実践を通して、新型コロナウイルス感染症流行下における独居認知症高齢者

等の生活実態と地域拠点の実践を記述した。

研究結果：以上の研究から以下のことが明らかにされた。1)独居認知症高齢者の多くは

最期まで自宅で過ごすことを希望している。独居認知症高齢者のニーズの多様性に対応

するには、多職種の連携のみならず社会や地域全体で支援する必要がある。2)認知症高

齢者は非認知症高齢者よりも在宅継続率が低く、独居の認知症高齢者は非独居の認知症

高齢者よりも在宅継続率が低い。3)独居の認知機能低下高齢者は、非独居の認知機能低

下高齢者よりも、社会的孤立、不良な精神的健康、経済的困窮の出現頻度が高い。4)認

知症のある人の QOLを改善する要因として人間関係、社会関与、機能的能力があげられ

ているが、「社会とのかかわり」は多様であり概念整理が必要である。5)専門職と認知症

の本人との「出会い直し」や認知症の本人が講師役を務める認知症サポーター養成事業

は、専門職の先入観の解消や認知症に対する肯定的意識の醸成に役立つ可能性がある。
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6)マンションでは、生活課題をもつ独居高齢者に対応できるように、関係者が効率よく

連携できる仕組みづくりが必要である。7)「日常生活支援住居施設」は、生活困窮状態

にある独居認知症高齢者への居住支援・生活支援を可能とする新たな制度であるが、生

活保護受給者に対象が限定されるという問題が残されている。8) ①認知症になる前か

ら関係をつくることができる居場所があり、②日常生活の変化に気づき、③困り事の相

談に応じ、一歩踏み込んだ調整を行うことができ、④健康不安を支えながら、暮らし全

般の支えの「組み立て」「予測してつなげる・つながる」が実践できる「暮らしの保健室」

のような地域拠点が全国に必要である。9)地域拠点は、感染症流行下においても、認知

機能低下高齢者の感染及び社会的孤立対策に関する重要な社会資源となり得る。

結論：以上のように、わが国の独居認知症高齢者の生活実態および独居認知症高齢者を

支える地域生活支援の実態が明らかにされてきている。さらに、本年度はガイドライン

作成に向けた CQ リストの作成と体系的文献レビュー及び CQ 回答文の作成にも着手し

ている。これらを集約して、次年度はガイドラインを作成する。
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A． 研究目的

本研究の目的は、1.文献調査、2.既存統計

資料等を活用した実態調査、3.疫学調査、4.

事例調査、5.地域生活支援等の取組みに関す

る調査、6.アクション・リサーチを行うこと

によって，独居認知症高齢者等（認知症者の

みで構成される単独世帯や夫婦のみ世帯高齢

者）が安全・安心な暮らしを送れる環境づく

りに資するエビデンスを蓄積し、これに基づ

いて、「独居認知症高齢者等が安全・安心な

暮らしを送れる環境づくりための自治体向

け・住民向けガイドライン」を作成すること

にある。

B． 研究方法

1. 文献調査

医学中央雑誌 Web（医中誌 Web）、Google 

Scholar、PubMedを用いて、「独居認知症高齢

者等のエンドオブライフケアの実態」に関する

文献調査を行った。尚、対象文献の基準は、①

日本語あるいは英語、②2010 年以降に掲載と

し、検索日は 2021年 4 月とした。

2. 既存統計資料等を活用した実態調査

A 市の介護保険データを用いて以下の分析

を行った：1)認知症／非認知症高齢者の在宅

継続率及び移行先の差異、2)独居／非独居認

知症高齢者の在宅継続率及び移行先の差異、

3)要介護高齢者の要介護度の変化と認知症の

有無及び独居／非独居との関係

3. 疫学調査

東京都板橋区および足立区の地域在住高齢

者を対象に以下の疫学調査を実施した。

3.1.新コホートを対象とした疫学調査（板橋

区高島平地区）

2019 年に新たなコホートを立ち上げ、対象

地区在住の高齢者 11,198 名に対し、郵送留置

法による自記式アンケート調査を実施した（回

収数：7,801 票、回収率：69.7%）。認知機能は、

自記式認知症チェックリストを用いて評価さ

れた。調査項目は、背景情報・人口統計学的情

報、生活環境・住居状況、生活習慣、身体機能、

歯科口腔機能、食事・栄養、精神的健康、社会

的機能、認知症に関する知識・意識であった。

介護保険情報を行政から提供を受けた。このデ

ータを用いて、認知機能低下の有無、同居者の

有無を説明変数、身体的・精神的・社会的健康

変数を従属変数、性別・年齢を調整変数とする

二項ロジスティック回帰分析を行った。

3.2.足立区における独居認知症高齢者の生活

と健康状態を分析

2015 年に東京都足立区で実施した要介護未認

定の 65 歳以上高齢者の郵送悉皆調査のデータか

ら自記式認知機能チェックリストで認知機能低下

ありと判断された4,625名分を対象に記述的分析

を行った。分析は、性別で層化して、独居者と非

独居者の基本属性や健康アウトカム、社会的健康

の指標を比較した。健康アウトカム指標に基本チ

ェックリストの各領域のスコアを用い、社会的健
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康指標にはソーシャルサポート、社会的交流、ソ

ーシャルキャピタルを用いた。

4. 事例調査

「地域で認知症とともによりよく生きる」と

は何かを探索することを目的に以下の研究を

実施した。

4.1.地域包括支援センターを要とする認知症

とともに創るケアと地域づくりに向けた探索

大牟田市地域包括支援センター職員の協力

の下で、包括的・継続的ケアマネジメント支

援業務を念頭におき、居宅介護支援事業所の

ケアマネジャーのケアプランをつうじて現状

の認知症のある方をめぐる支援とその背景に

ある医療介護福祉専門職の認知症に対するイ

メージを振り返った。また、これを受けて地

域包括支援センター職員が、自らを知る／地

域を知る／認知症のある方と「出会い直す」

学びを重ね、これを助けるアセスメントシー

トの開発とその改訂に並行して取り組んだ。

4.2.認知症のある人が日々の記録を書くこと

の意義に関する探索的研究

認知症の人たちが日記等を心理的ストレス

や日々の問題への対処に利用可能か，文献調

査（非系統的）を行なった．また、認知症の

診断後に日記等をつける習慣がある人 5 名を

対象に，個別インタビューで日記等の記載内

容や書き方・見返し方について事例調査を行

った．録音データから逐語録を作成した上

で，コード化してカテゴリーに分類し，事例

毎の特徴を分析した．

4.3.認知症のある人の地域居住の実態とその

ボトルネック、QOL と社会とのかかわりに関す

る文献調査

1)認知症のある独居高齢者等の地域居住の

実態とそのボトルネック、2)認知症のある人の

QOL に影響を与える社会的かかわり、を把握す

ることを目的に、PubMed 及び医中誌を用いて

文献調査（予備的調査）を行った。

5.地域生活支援等の取組みに関する調査

5.1.分譲マンション等に関与する管理組合及

び管理会社等の取り組み

分譲マンション等に居住する認知症高齢者

等 50事例について、生活課題・解決方法・

生活支援のあり方を、①居住者の視角、②管

理組合の視角、③管理会社等の視角、④行

政・司法等の視角、⑤医療・福祉・介護の視

角、⑥近隣住民、自治会・町内会その他の公

共団体、民間事業者等の視角から分析した。

5.2. 生活困窮者居住支援・生活支援の取組

経済的に困窮し，家族によるサポートが得ら

れない独居の認知症高齢者の暮らしを支える

「生活困窮者居住支援・生活支援」のモデルを

可視化させ，事業化の必要性，普及の可能性を

検討するために、1)NPO 法人自立支援センター

ふるさとの会（以下、ふるさとの会）の認知症

支援の仕組みの概要を記述し、2)単身の認知症

高齢者の支援事例を検討し、3)現状の課題の整

理と必要な支援ニーズを考察した。

5.3. 暮らしの保健室を利用して地域生活を

継続している独居認知症高齢者等の事例の分

析

東京都昭島市及び広島県福山市の「暮らしの

保健室」を利用して地域生活を継続している独

居認知症高齢者の事例を分析し、独居認知症高

齢者等が地域生活を継続するための支援の要

点を検討した。

6. アクション・リサーチ

都内大規模住宅地において、新型コロナウ

イルス感染症流行下における独居認知症高齢

者等の生活と認知症支援のための地域拠点の

取組みを明らかにするために以下の調査を実

施した。

6.1. 新型コロナウイルス感染症流行下にお

ける独居認知症高齢者等の生活

①先行する縦断研究（疫学研究）で信頼関係を

結んでいる認知機能低下を持つ 86 名の地域在住
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高齢者、②地域拠点を頻回に利用する46名地域在

住高齢者を対象に、専門家が電話による半構造化

調査を行い、1)86名の疫学研究対象者（認知機能

低下あり）と46名の地域拠点参加者（社会参加の

傾向が高い健康高齢者）の比較、2)疫学研究対象

者86名の認知機能低下を持つ人のうち、専門家に

よって診断された認知症をもつ人と持たない人の

比較、3)電話で得られたナラティブの分析を行っ

た。

6.2. 新型コロナウイルス感染症流行下にお

ける認知症支援のための地域拠点の取組み

都内大規模団地に設置されている認知症支

援のための地域拠点の2020年 4月から2021年

3 月までの取組みを記述した．

（倫理面への配慮）

本研究は地方独立行政法人東京都健康長寿

医療センター倫理委員会の承認を得て実施し

た。また、本研究に関して開示すべき利益相反

状態はない。

C. 研究結果

1. 文献調査

独居認知症高齢者等のエンドオブライフケ

アの実態、課題、好事例や支援策が記されてい

る日本語文献 13 件、英語文献 8 件を対象に文

献レビューを行った。1)日本語文献：独居の認

知症高齢者のエンドオブライフケアに焦点を

あてた調査研究は十分に行われていない。自宅

で最期を迎えたいという独居認知症高齢者へ

の支援策を示した文献 13 件はすべて事例調査

であった。支援策は以下のように要約された。

①本人が最期までをどこで過ごしたいかを確

認しそれを尊重する、②認知力の低下により

意向の推定が難しいときは、これまでの生活

や表情言動などから意向を推定する、③医

師、看護師、介護士、薬剤師、ケアマネジャ

ーなど、本人にかかわる職種でカンファレン

スを行い情報を共有するなど多職種の連携が

重要である、④医療職ではないスタッフの看

取りに伴う心的負担の軽減のため、医療職と

すぐに連絡を取り合える環境を作る。⑤デイ

サービスや小規模多機能など本人の状態（身

体・認知力）に合わせてサービスをうまく利

用できるようにする、⑥近隣住人の見守りな

ど、地域の方たちの理解と協力が必要であ

る。2)英語文献：欧米では高齢者の約 30%が

独居認知症といわれる。ドイツでは、約 75%

の認知症発症初期の高齢者が自宅で一人暮ら

しをしているが、多くは家族・親類から支援

を得ている。独居認知症高齢者は同居認知症

高齢者よりも、低栄養、体重減少、セルフネ

グレクトによる怪我などのリスクが高い。認

知症（とくにアルツハイマー型認知症）患者

においては、どのステージまで独居で生活で

きるかは明らかでない。しかし、多くの高齢

者は認知症になっても自分の家で生活するこ

とを望んでいる。一つの課題として安全確保

があるが、認知症患者の自立・自律を尊重し

ながら安全確保（例えばモニタリング）との

バランスを保つことが重要である。独居認知

症高齢者の医療に関する意思決定について

は、研究が非常に少ない。フィンランドの研

究によると、独居認知症高齢者が自宅で生活

するために使っているサービスコストは同居

認知症高齢者よりも約 3 倍多く、認知症が進

行するほどコストは上昇していた。独居認知

症高齢者の場合、自宅よりも施設で生活した

方がコストは低く抑えられる。一方ノルウェ

ーでは自宅で亡くなる人は同居認知症高齢者

（9.5％）よりも独居認知症高齢者（14.2％）

が多かった。しかし、計画的な在宅死は独居

者よりも同居者に多かった。在宅死者数は増

加しているものの、認知症高齢者は施設で亡

くなるリスクが最も高く、病院で亡くなるリ

スクは低い傾向であった。米国では独居で疾

患が多い人ほど病院で亡くなるリスクが高か
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った。独居高齢者が自宅で生活するための社

会や地域における支援が十分でないことが示

唆された。

独居認知症高齢者支援においては、定期的に

栄養状態、医療ニーズ、処方薬の見守りを行い、

安全確保と Well-being を維持することが重要

である。また、（米国の場合）経済的観点から、

低所得の独居認知症高齢者は自宅でできる限

り長く生活することを望んでいる（施設でのコ

ストは年 85,000 ドルを超える）。身体機能低下

は施設入居リスクを高めるため、身体機能維持

を目的としたケアやサービスの提供、その他の

必要な支援を提供し、地域で安全に生活しても

らうことが重要となる。さらに、社会活動（以

前からやっていた馴染みのある活動）は独居認

知症高齢者の QOL にとくに重要である。また、

介護はいつも同じ介護者や看護師から提供さ

れ、エンドオブライフケアを含めた重点的支援

はケアの専門家が行う。独居認知症高齢者にと

って自宅で介護を受けることが最も重要であ

り、（別居の）家族の提案・意見は本人（意思

決定など）にとってそれほど重要ではない。

2. 既存統計資料等を活用した実態調査

2.1. 在宅認知症高齢者と非認知症高齢者の

在宅継続率及び移行先の差異

1)在宅からの療養場所別移行率をみると、認

知症群では、非認知症群に比べて、要支援 1で

は「特定施設」「グループホーム（以下、GH）」、

要支援 2 では「特定施設」「老人保健施設（以

下、老健）」、要介護 1では、「特定施設」「GH」、

要介護 2 では「GH」「老健」「特養」、要介護

3 以上では「特養」への移行率が高かった。2)

在宅継続率は認知症群が有意に低かった

（p<0.001）。これを要介護度別にみると、特

に要介護 2・3 で差が大きかった。3)男性では、

特に「要支援 1」「要介護 2 以上」で、認知症

群の在宅継続率が非認知症群に比べ低かった。

4)女性では、要介護 2 から、認知症群の在宅継

続率が非認知症群に比べ低くなっていた。また、

要介護 3 の在宅継続率が全ての要介護度で最

も低かった。

2.2. 独居／非独居認知症高齢者の在宅継続

率及び移行先の差異

1)在宅からの療養場所別移行率をみると、独

居群では非独居群に比べて、要支援 1 では「グ

ループホーム（以下、GH）」「特別養護老人ホ

ーム（以下、特養）」、要支援 2 では「特定施

設」、要介護 1 では、「GH」「老人保健施設（以

下、老健）」、要介護 2では「GH」「特養」「老

健」、要介護 3 以上では「特養」への移行率が、

独居群で高かった。2)在宅継続率は、独居群の

方が、非独居群に比べて有意に低かった

（p<0.001）。3)男性では、独居群の在宅継続

率が、「要介護 4」で 20.1 ポイント、「要介護

１」で 7.6 ポイント低かった。逆に、「要介護

5」では 7.0 ポイント、「要介護 2」では 0.7 ポ

イント高かった。4)女性では、すべての要介護

度で、独居群の在宅継続率が低かった。両群の

差は、「要介護 3」が 10.4 ポイントと最も大

きく、次いで「要介護 5」9.8 ポイント、「要

介護 4」9.4 ポイントの順であった。中重度で

独居群の在宅継続率が相対的に低い傾向にあ

った

2.3. 要介護高齢者の要介護度の変化と認知

症の有無及び独居／非独居との関係

1)全ての要介護度において、要介護度の軽度

化率は「非認知症群」が最も高く、逆に、重度

化率は最も低かった。2)認知症の２群間で要介

護度別重度化率を比較すると、独居群の方が、

「要支援 1」で 9.1 ポイント、「要介護４」で

6.8 ポイント、「要介護 1」で 4.2 ポイント高

い。一方で、それ以外の要介護度では、非独居

群の方が重度化率は高かった。3)要介護度と軽

度化率の関係をみると、３群とも軽度者で改善

率が低い傾向が、他方、重度化率は、３群とも

軽度者で高い傾向がみられた（軽度者ほど改善

しにくく、かつ重度化しやすい）。

3. 疫学調査

3.1. 新コホートを対象とした疫学調査

1)独居の認知機能低下高齢者は、同居者がい

る認知機能低下高齢者に比べ、生活自立度が高
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く、友人とのネットワークや交流頻度が高い一

方で、経済（低年収）や住まい（賃貸住宅）、

道具的サポートが少ないといったリスクがあ

り、精神的健康度が低く、地域生活の継続可能

性については否定的であった。2)認知機能低下

がない独居高齢者と比較すると、認知機能のみ

ならず、身体的機能や健康、口腔機能、生活習

慣や生活機能、精神的健康で低機能または状態

が悪く、外出頻度、社会参加の機会も少ないこ

とが示された。特に、情緒的サポートや対人ネ

ットワーク、他者との交流頻度が不足し、近隣・

地域への信頼感が低く、経済的や食事・栄養的

側面での困窮、貧困の状態も示される一方で、

認知症発症後には在宅での生活を希望してい

る者が相対的に多かった。

3.2. 都市部の独居認知症高齢者の生活と健

康

認知機能低下した4,625名のうち男性15.4%，

女性 25.3%が独居だった．年齢階級別の独居割

合は，男性は 65-69 歳で最も高く，加齢ととも

に低下したのに対し，女性では加齢とともに増

えて 80-84歳にピークがあった．健康アウトカ

ムの比較では男女とも独居の方が有意に生活

機能は良好だった一方で，抑うつの該当数が多

かった．社会的健康は全体として女性の方が好

成績だった．同居者以外と週 1 回以上直接会う

直接的交流は，女性では独居者 67.7%，非独居

者 56.6%であり，独居で有意に多かった．男性

ではこの傾向を認めなかった．

4. 事例調査「地域で認知症とともによりよく

生きる」とは―事例調査からの検討

4.1.地域包括支援センターを要とする認知症

とともに創るケアと地域づくりに向けた探索

1)認知症の人にやさしいまちづくりで知ら

れる大牟田市ですら、ケアプランを振り返る

と本人の想いや姿が必ずしも見えず、アセス

メントにおいても家族の声に頼りがちになっ

ていること、専門職であっても「認知症が進

むと本人ではわからない」と時に思い込んで

しまったり、できないことや課題に焦点を当

てすぎてしまう傾向があることが確認され

た。2)困りごとを抱えた人とそれを支援する

人という関係を越え、ともによりよいケアの

形を探究していくうえでも、「共感」が鍵とな

る。そのために、専門職がその職種や立場の

鎧を脱いで自らの「ゆるかわ」ポイントを探

り、一人の生活者の視点からまちあるきを通

じてまちを再発見すること、利用者として出

会う方についても「ゆるかわ」ポイント探し

や肯定のコミュニケーションを念頭に置きな

がら、一方的に尋ねる、聞き出そうとするの

ではなく、「やりとり」を重ねることが有効な

のではないかと考えられ、本人と専門職の対

話に基づき本人が自らつくる「やりとり手

帳」が開発された。また、認知症当事者が講

師となる認知症サポーター養成講座は、認知

症になると何もできなくさせているのは周囲

ではないかと気づき、当事者としての経験や

知恵に基づいてなにが大切かを問い直し、認

知症になっても大丈夫、というメッセージを

共有するうえでも重要な機会となることがう

かがわれた。

4.2.認知症のある人が日々の記録を書くこと

の意義に関する探索的研究

文献調査からは，日記等の記録は質的研究

のデータ収集方法として主に利用されていた

が，介入方法としての利用はなかった．イン

タビュー調査から，日記の内容は主に自分の

行動やその日の出来事など生活そのものを客

観的事実として率直に記録したものだった．

日記をつけることには，忘れることへの不安

から開放する備忘録，トラブルから身を守る

ための行動の証拠作り，その日の心身状態の

確認、その日を自分らしく生きたことの記

録，といった主観的意味があり，自分らしい

自立した生活を送るために役立てていた．日
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記を読み返すことは，行動の失敗に気づき，

自分の心身状態を観察し，生活のための履行

確認することに役立つ反面，孤独な自分や愚

痴が多くなった現在の自分に気づいて前向き

な気持ちを失う副作用があった．

4.3.認知症のある人の地域居住の実態とその

ボトルネック、QOL と社会とのかかわりに関す

る文献調査

英文 15 件・和文 27件が選定された。抽出

された文献は、独居認知症高齢者の属性や生

活実態、利用している支援の内容、独居なら

ではのニーズ、アンメットニーズ、そして在

宅生活の継続が難しくなる要因等に分類され

る見通しである。このうち、認知症高齢者の

独居生活が困難になる要因については、主に

専門職の視点からいくつかの検討がなされて

おり、なじみの環境で、適切な支援のもと、

本人の力の発揮が促されれば独居在宅生活継

続が可能となっているが、中核症状等による

生活や体調管理の乱れ、生命の安全確保の危

機、不可解な行動に対する近隣の敬遠、家族

やサービス提供者の疲弊や諦め、社会生活に

おける順応性の低下、対人関係の不調和、生

活を維持するうえでの経済的危機、人間とし

ての尊厳の崩壊等がこれを難しくさせてい

る。本人の視点からのフィールドワークは 1

件のみであり、ここでは活動レベルや身体の

動きが遅くなること、外界や人とのつながり

が失われ、日常生活の管理が難しくなること

に加えて、人生の意味を曇らせる孤独、そし

て存在の「曖昧さ」が一人暮らしを困難にさ

せることが描かれている。2)英文 25 件、和文

7 件が選定された。抽出された文献は、高齢

者の認知機能と社会参加、様々なセッティン

グにおける認知症高齢者の QOL とその評価、

認知症高齢者の QOLと交流・参加、在宅認知

症高齢者のアンメットニーズ等に分類される

見通しである。

5. 独居認知症高齢者等の地域生活支援等の

取り組みに関する調査

5.1.分譲マンション等に関与する管理組合及

び管理会社等の取組み

約 50 事例について、それぞれの視角からの

独自の解決方法が明らかになった。と同時に、

それぞれの視角は相互に密接に結び付いてい

ることが明らかになり、それぞれの視角の関係

者の連携が必要であることが明らかになった。

また、生活課題とこの解決方法及び生活支援は、

事例ごとに異なることが分かり、共通する解決

方法及び生活支援とともに、個別の事例に則し

た解決方法及び生活支援が必要である。

5.2.生活困窮者居住支援・生活支援の取組

1)病院や刑事施設退所後の帰住先のない高

齢者・障がい者、路上や知人宅等で住所不定の

状態となっている人、自宅での生活が近隣トラ

ブルや心身の機能低下・介護者の入院等によっ

て困難となってしまった人、家庭内暴力や迷子

などで緊急的に保護が必要な人などが、福祉事

務所等の紹介により、ふるさとの会の居住支援

や生活支援の利用につながっている。ふるさと

の会では、介護事業、不動産事業、人材育成、

更生保護、給食事業など、さまざまな事業との

連携とバックアップ体制によって、認知症を持

つ単身の生活困窮者の居住・生活支援が成り立

つ仕組みを作っている。2)事例分析より、単身

の認知症高齢者等の地域生活の継続に必要な

支援ニーズについて、①家主・大家の悩みや不

安に寄りそう支援、②緊急時の生活場所の確保、

③生活支援員のサポート体制、④生活困窮者・

単身者に必要な地域連携体制と調整の 4 要素

が可視化された。3)50 歳以上のふるさとの会

の共同居住入居者の前居所の経年変化では、病

院から帰住先がないために入所する人の割合

が低下する一方で、自宅から入所する人の割合

が増加する傾向を認めた。もともと居所のない

生活困窮者が高齢化している問題と、地域で比
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較的安定して生活していた低所得高齢者が困

窮状態となって住まいを喪失する問題とが合

流している可能性がある。

5.3.暮らしの保健室を利用して地域生活を継

続している独居認知症高齢者等の事例の分析

昭島市の 2 事例（74 歳女性：レビー小体型

認知症、89 歳女性：認知症）と福山市の 2 事

例（74 歳女性：アルツイハマー型認知症、80歳

女性：アルツハイマー型認知症）を分析した。

その結果、暮らしの保健室で実践されている地

域生活支援のポイントは以下の 4 点であるこ

とが明らかになった：①暮らしの中で認知症に

なる前からのお付き合いがある（居場所）、②

日常の中でのさまざまな身体の変化・出来事に

気づく、③日々のちょっとした困り事について

一緒に考え、家族や関係機関と一歩踏み込んだ

調整ができる、④健康不安が強い時に支えにな

りながら、医療も含めた暮らし全般の支えの

「組み立て」「予測してつなげる・つながる」

が実践できる。

6. アクション・リサーチ

6.1. 新型コロナウイルス感染症の流行下に

おける独居認知症高齢者等の生活

認知機能低下を持つ 86 名の地域在住高齢者の

うち77名と、地域拠点を頻回に利用する46名の

地域在住高齢者のうち 35 名と電話調査が成立し

た。1)疫学研究対象者（認知機能低下あり）と地

域拠点参加者（社会参加の傾向が高い健康高齢者）

の比較からは、インターネットの利用は両群とも

低い、認知機能低下群のほうが閉じこもり傾向が

強い、認知機能低下群のほうが新聞等の紙メディ

ア（旧メディア）を好む傾向があることがわかっ

た。一方で主観的健康、運動、食事、不安、困り

ごとに関しては両群に差はなかった。2)疫学研究

対象者のうち認知症をもつ人と持たない人の比較

からは、予防行動に関しては認知症をもつ人はで

きていない、認知症をもつ人のほうが困りごとは

ないということが分かった。また電話の介入の際

に危機に接するエピソードがあり、いずれも保健

師主体の多職種による支援によって支援が行われ

た。

6.2. 新型コロナウイルス感染症流行下にお

ける認知症支援のための地域拠点の取組み

2017 年度から都内の大規模団地内で認知症

支援のための地域拠点（以下，拠点）を運営し

てきたが，2020 年４月に第 1 回目の緊急事態

宣言後が出された時期に止む無く一時閉室し

た．しかし，その後拠点を再開し 2021 年 1 月

の 2 回目の緊急事態宣言時には認知症の人や

利用者の孤立予防の観点から拠点を閉室せず，

感染症予防対策を強化して継続して運営を行

った．コロナ禍において拠点の運営は，地域の

関係各機関と連携しながら個別相談に応需す

ることで，状態の把握や早期の支援に結び付け

ることができた．十分な感染症予防対策を行い

ながら拠点を継続する意義は高いと考えられ

る．

D. 考察

1. 文献調査

独居認知症高齢者の多くは最期まで自宅で

過ごすことを希望している。独居認知症高齢

者のニーズの多様性に対応するためには、多

職種の連携のみならず社会や地域全体で支援

する必要性が明らかになった。

2. 既存統計資料を活用した実態調査

要介護 2・3 で、認知症高齢者の在宅生活が

困難化している状況にあったが、これは、高頻

度かつ夜間の対応が求められる「排泄介助」、

身体的・精神的負担が大きい「常時の徘徊」「幻

視幻聴」「暴言暴行」「大声を出す」「介護に抵

抗」などが要介護 2・3 で増えることが影響し

ている可能性が示唆された。

認知症高齢者に占める女性の割合をみると、

「独居群」79.9％、「非独居群」59.8％と、独

居群では約８割が女性であった。また、在宅生
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活継続率を性別要介護度別にみると、女性では、

全ての要介護度で独居群の方が低かった。これ

らの結果から、女性の独居認知症高齢者の在宅

生活を支える体制及び仕組み作りが重要課題

であることが明らかとなった。

認知症群は、非認知症群に比べ、全要介護度

で重度化率が高いことが、また、３群とも軽度

要介護者で重度化率が高いことも確認できた。

要支援・要介護 1の在宅高齢者を対象とした

先行研究によると、非認知症群に比べ、認知症

群で移動動作能力の低下が ADL 低下に大きく

影響していることを明らかにしている。また、

こうした移動動作の障害の進行がセルフケア

の崩壊に直結しているのではないかと推察し

ている。軽度要介護の認知症高齢者の機能低下

（特に、移動・歩行能力の低下）を防ぐことが、

要介護度の重度化防止、さらには在宅生活の継

続性確保につながる重要課題であると考えた

3. 疫学調査

独居の認知機能低下高齢者は、非独居の認知

機能高齢者よりも社会的孤立、不良な精神的健

康、経済的困窮が見られた。同様に、独居の認

知機能低下高齢者は、独居の認知機能低下のな

い高齢者よりも、社会的孤立、不良な精神的健

康、経済的困窮が認められた。社会的孤立、不

良な精神的健康、経済的困窮は、独居の認知機

能低下高齢者の生活課題と深く関連している

ことが明らかになった。

都市部における認知機能低下のある独居高

齢者の生活や健康についての実態は男女別に

異なる特徴を認めた．女性では，独居であるこ

との代償的行動として社会的交流を増やして

いたが，男性ではその傾向を認めなかった．独

居認知症高齢者の社会参加を促し，健康維持を

支援する公衆衛生学的対策は，男女別の特徴に

留意して適切な方法を提案する必要がある．

4. 事例調査

1)本研究で試みた地域包括支援センター職

員が自らを知る／地域を知る／認知症のある

方と「出会い直す」学びのプロトタイプ化と検

証、「やりとり手帳」について、本人・専門職

側からの評価を得て、介護支援専門員の更新

研修等で紹介する可能性を探索すること、認

知症サポーター養成講座においても認知症当

事者の更なる活躍が期待される。

2)日記等を用いた支援介入は，認知症の人

たちの問題焦点型及び情動焦点型のコーピン

グを促して，生活の自立や主体性の維持に役

立つ可能性がある．本研究で明らかになった

日記等のリスクとベネフィットの両面を踏ま

えて，介入の対象や方法を慎重に検討するこ

とが肝要である．

3）独居認知症高齢者の基本属性や生活状況、

利用サービス等については各国で基本的な実

態把握が進みつつある。在宅での生活の継続

を支えていると考えられることやそれが困難

になる要因については、主に専門職からみた

検討がなされており、本人からみた検討は不

十分である。自宅にかかわらず、広く地域での

生活継続が可能となる要因について、本人や

生活をともにする人、専門職の視点から多角

的に検討する余地がある。認知症のある人の

QOL を改善する要因として人間関係、社会関与、

機能的能力があげられ、我が国でも認知症の

ある人の自立と尊厳を支える支援の一環とし

て社会参加に注目集まっているが、先行研究

においてもどういった行動を社会の関わり・

社会活動あるいは社会参加とみなすのかは多

様であり、認知症のある人の QOL と社会的か

かわりの関係をみるうえでは、まず「社会との

かかわり」についての概念整理が求められる。

5. 地域生活支援等の取組みに関する調査

マンションにおいて生活課題を持っている

一人暮らし高齢居住者を発見した場合、一人暮

らし高齢居住者からアクセスがあった場合に
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関係者が効率よく連携できる仕組みが求めら

れている。両者の仕組みは共通する側面を持つ

場合があるが、生活課題に応じて個別性の高い

側面もある。生活課題とこの解決方法及び生活

支援は、共通する解決方法及び生活支援がある

とともに、個別の事例に則した解決方法及び生

活支援がある。これらに対応した数多くの好事

例を事前に作っておくと便利である。

これまでふるさとの会が運営してきた生活

支援付きの共同居住は、生活保護制度等の改正

にともない「日常生活支援住居施設」として整

備される見通しである。日常生活支援住居施設

として整備されることにより、人員体制を手厚

くすることが可能となったが、生活保護制度と

して委託費が支払われる仕組みであるために、

生活保護を受給していない低年金の生活困窮

者の支援が難しくなることが危惧される。また、

これまで緊急的なニーズに対応していた緊急

入所の対象者が限られてしまう可能性もある。

今後は、生活保護制度だけではない仕組みによ

って、日常生活支援付きの住居をつくっていく

必要がある。海外では、精神疾患を抱えている

生活困窮者の支援として、生活支援と住まい、

専門的支援のコーディネートが一体的に提供

される恒久的支援付き住宅（ Permanent 

Supportive Housing）が有効であると報告され

ている。ふるさとの会の共同居住は、恒久的支

援付き住宅と同様の支援モデルであると考え

られるため、ひとり暮らしが困難な高齢者が恒

久的に生活することができる支援付き住居と

して、整備されていくことが望まれる。

各地にある「暮らしの保健室」には、①ケア

される人から支え合う人へ（自分力）、②地域

のキーパーソンと速やかにつながり、そこから

地域力をあげていく（ネットワーク）、③安心

している立ち寄れる場所と人、医療・介護・福

祉・近隣など（環境）のすべてに働きかける機

能を見出すことができる。それぞれの地域の特

性を捉えて、それに見合った暮らしの保健室の

ような「拠点」を作っていく必要がある。

6. アクション・リサーチ

認知症や独居といった特徴を有する地域在住高

齢者を包摂する共生社会の実現のために、①平時

からのネットワークの重要性、②場の支援の重要

性、③コスト再考の必要性、④専門家の地域ネッ

トワークの重要性、⑤死が前景化した社会への備

え、が示唆された。

コロナ禍において拠点の運営は，地域の関係

各機関と連携しながら個別相談に応需するこ

とで，状態の把握や早期の支援に結び付けるこ

とができた．十分な感染症予防対策を行いなが

ら拠点を継続する意義は高いと考えられる．

E. 結論

以下に結果を要約する。

1）独居認知症高齢者の多くは最期まで自宅

で過ごすことを希望している。独居認知症

高齢者のニーズの多様性に対応するには、

多職種の連携のみならず社会や地域全体

で支援する必要がある。

2）認知症高齢者は非認知症高齢者よりも在

宅継続率が低く、独居の認知症高齢者は非

独居の認知症高齢者よりも在宅継続率が

低い。

3）独居の認知機能低下高齢者は、非独居の認

知機能低下高齢者よりも、社会的孤立、不

良な精神的健康、経済的困窮の出現頻度が

高い。

4）認知症のある人のQOLを改善する要因とし

て人間関係、社会関与、機能的能力があげ

られているが、「社会とのかかわり」は多様

であり概念整理が必要である。

5）専門職であっても「認知症が進むと本人で

はわからない」と思い込み、できないこと

や課題に焦点を当てすぎる傾向がある。専

門職と本人との「出会い直し」、認知症当事

者が講師となる認知症サポーター養成講
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座は、先入観解消や認知症に対する肯定的

意識の醸成に役立つ可能性がある。

6）マンションでは、生活課題をもつ独居高齢

者を発見する場合、自ら支援を求める場合

がある。いずれの場合にも対応できるよう

に、関係者が効率よく連携できる仕組みづ

くりが求められている。

7）「日常生活支援住居施設」は、生活困窮状

態にある独居認知症高齢者に居住支援・生

活支援を提供できる制度であるが、生活保

護受給者に対象が限定されるという問題

がある。

8）①認知症になる前から関係をつくること

ができる居場所があり、②日常生活の変化

に気づき、③困り事の相談に応じ、一歩踏

み込んだ調整を行うことができ、④健康不

安を支えながら、暮らし全般の支えの「組

み立て」「予測してつなげる・つながる」が

実践できる「暮らしの保健室」のような地

域拠点が全国に必要である。

9）地域拠点は、感染症流行下においても、認

知機能低下高齢者の感染及び社会的孤立

対策に関する重要な社会資源となり得る。

以上のように、わが国の独居認知症高齢者の

生活実態および独居認知症高齢者を支える地

域生活支援の実態が明らかにされてきている。

さらに、本年度はガイドライン作成に向けた

CQ リストの作成と体系的文献レビュー及び

CQ 回答文の作成にも着手している。これらを

集約して、次年度はガイドラインを作成する。

F. 健康危険情報

該当なし．
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日 京都認知症ケア学会

7） 枝広あや子，釘宮由紀子、森倉三男、岡村

睦子、杉山美香，岡村毅，小川まどか，宮

前史子，稲垣宏樹，宇良千秋，粟田主一．

高島平スタディ3：地域拠点における歯科

相談 歯の相談から生まれる生活の希望

第20回認知症ケア学会 2019年5月25日～

26日 京都

8） 小川まどか，稲垣宏樹，宇良千秋，杉山美

香，宮前史子，岡村毅，枝広あや子，釘宮

由紀子，森倉三男，岡村睦子，粟田主一. 権

利ベースのアプローチによる認知症支援

の担い手育成の効果の検証. 第34回老年

精神医学会 2019年6月6日～8日

9） 杉山美香 宮前史子 佐久間尚子 稲垣

宏樹 宇良千秋 小川まどか 枝広あや

子 岡村毅 粟田主一．地域在住高齢者の

認知機能低下と日常生活支援ニーズ．第34

回老年精神医学会 2019年6月6日～8日

10）佐久間尚子，稲垣宏樹，本川佳子，渡邊裕，

枝広あや子，宇良千秋，小川まどか，杉山

美香，宮前史子，岡村毅，新開省二，粟田

主一．高島平studyにおける会場健診参加

者の2年後の追跡（1）：MMSE-J得点の変化

第34回老年精神医学会 2019年6月6日～8

日

11）稲垣宏樹，佐久間尚子，本川佳子，渡邊裕，

枝広あや子，宇良千秋，小川まどか，杉山

美香，宮前史子，岡村毅，新開省二，粟田

主一．高島平studyにおける会場健診参加

者の2年後の追跡（2）認知機能低下と社会

的孤立との関連 第34回老年精神医学会

2019年6月6日～8日

12）杉山美香、宮前史子、釘宮由紀子、岡村睦

子、森倉三男、岡村毅、小川まどか、枝広

あや子、宇良千秋、稲垣宏樹、粟田主一 認

知機能等の低下した高齢者への大規模集

合住宅地の地域拠点での日常生活支援

認知症予防学会

13）宇良千秋，岡村毅，杉山美香，中山莉子，

山下真里，宮前史子，小川まどか，稲垣宏

樹，枝広あや子，粟田主一：大都市団地で

認知機能低下と共に暮らす高齢者の体験

世界を知る（1）生活拠点の変化と属性の

違いについて．第21回日本認知症ケア学会，

2020.5.30-5.31, 仙台（ポスター）．

14）山下真里，岡村毅，宇良千秋，杉山美香，

中山莉子，宮前史子，小川まどか，稲垣宏

樹，枝広あや子，粟田主一：大都市団地で
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認知機能低下と共に暮らす高齢者の体験

世界を知る（2）地域生活の体験と主観的

QOLの関連．第21回日本認知症ケア学会，

2020.5.30-5.31, 仙台（ポスター）．

15）岡村毅，宇良千秋，杉山美香，中山莉子，

山下真里，宮前史子，小川まどか，稲垣宏

樹，枝広あや子，粟田主一：大都市団地で

認知機能低下と共に暮らす高齢者の体験

世界を知る（3）本人の語りに基づいた，

本人の生活世界の探求．第21回日本認知症

ケア学会，2020.5.30-5.31, 仙台（ポスター）．

16）扇澤史子，古田光，今村陽子，岡本一枝，

白取絹恵，畠山啓，斎藤久美子，粟田主一：

認知症本人同士の集い「私たちで話そう会」

の意義についての一考察：心理士３名によ

るフォーカスグループディスカッション

を通して．第21回日本認知症ケア学会，

2020.5.30-5.31, 仙台（ポスター）．

17）杉山美香，岡村毅，釘宮由紀子，枝広あや

子，宮前史子，小川まどか，稲垣宏樹，宇

良千秋，見城澄子，粟田主一：地域包括ケ

アシステムにおける認知症支援のための

居場所の役割（1）．相談事業を通して地域

拠点における多機関との連携を考える．第

21回日本認知症ケア学会，2020.5.30-5.31, 

仙台（ポスター）．

18）釘宮由紀子，岡村睦子，森倉三男，佐藤恵，

田畑文子，宮前史子，杉山美香，枝広あや

子，岡村毅，粟田主一：地域包括ケアシス

テムにおける認知症支援のための居場所

の役割（2）．巨大団地に孤立して住む高齢

者の最期の日々に寄り添って．第21回日本

認知症ケア学会，2020.5.30-5.31, 仙台（ポ

スター）．

19）宮前史子，多賀努，森倉三男，岩田裕之，

見城澄子，杉山美香，粟田主一：地域包括

ケアシステムにおける認知症支援のため

の居場所の役割（3）．地域拠点で開催する

本人ミーティングの実践と参加者の変化．

第21回日本認知症ケア学会，2020.5.30-

5.31, 仙台（ポスター）．

20）佐久間尚子，稲垣宏樹，小川まどか，枝広

あや子，杉山美香，宮前史子，宇良千秋，

岡村毅，粟田主一「大都市に暮らす高齢者

の健康度：会場調査と訪問調査の比較から」

日本老年医学会2020年8月4日－6日新宿

21）杉山美香，岡村毅，枝広あや子，宮前史子，

宇良千秋，小川まどか，小久保奈緒美，山

下真理，稲垣宏樹，粟田主一. COVID-19影

響下で認知症支援のための地域拠点に何

ができるのか 公衆衛生学会2020年10月

20日(火)～10月22日(木) 京都

22）佐久間尚子，稲垣宏樹，小川まどか，枝広

あや子，杉山美香，宮前史子，宇良千秋，

岡村毅，粟田主一：大都市に暮らす認知機

能低下高齢者の健康度の測定．会場調査と

訪問調査の比較から．第35回日本老年精神

医学会，2020,12.20-12.22, 米子（ポスター）．

23）杉山美香，宮前史子，岡村毅，佐久間尚子，

稲垣宏樹，宇良千秋，小川まどか，枝広あ

や子，粟田主一：認知機能低下のある高齢

者は日常生活でどんな支援を求めている

か．地域在住高齢者の日常生活支援ニーズ

と世帯状況の違いの分析．第35回日本老年

精神医学会，2020,12.20-12.22, 米子（ポス

ター）．

24）稲垣宏樹，杉山美香，宇良千秋，枝広あや

子，岡村毅，多賀努，宮前史子，本川佳子，

村山洋史，粟田主一：地域に暮らす人々は

認知症の人についてどのような意識を持

っているのか？「認知症の人に対する態度

尺度」を用いた検討．第35回日本老年精神

医学会，2020,12.20-12.22, 米子（ポスター）．

25）岡村毅，小川有閑，髙瀨顕功，新名正弥，

問芝志保，林田康順：高齢者ケアワーカー

は医療をどうみているのか：僧侶による深
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掘りインタビュー．第35回日本老年精神医

学会，2020.12.20-12.22, 米子（ポスター）．

26）角田光隆：2020年度日本マンション学会第

4分科会「認知高齢者等の課題と対策」日

本マンション学会（オンライン大阪大会）

2020年11月7日

H．知的財産権の出願・登録状況

1. 特許取得

該当なし

2. 実用新案登録

該当なし

3.その他

該当なし


